
（平成21年10月29日登録分）

登録番号 登録を受けた者の氏名
又は名称及び住所 試験所の名称及び所在地 試 験 方 法 の 区 分

（限定内容は省略）

060222ＪＰ 財団法人電気安全環境
研究所
東京都渋谷区代々木五
丁目14番12号

財団法人電気安全環境研
究所 関西事業所
兵庫県尼崎市若王寺三丁
目９番１号

電池類安全性試験

090287ＪＰ 有限会社デポ
北海道札幌市東区北丘
珠二条四丁目４番10号

有限会社デポ
北海道札幌市東区北丘珠
二条四丁目４番10号

コンクリート・セメント等
無機系材料強度試験

090288ＪＰ 南予生コンクリート協
同組合
愛媛県西予市宇和町坂
戸321番地

南予生コンクリート協同
組合 南予技術センター
愛媛県西予市宇和町坂戸
321番地

コンクリート・セメント等
無機系材料強度試験
骨材試験

（平成21年12月４日登録分）

登録
番号

登録を受けた者の名称
及び所在地

計量器の校正等を行う
事業所の名称及び所在
地

登録に係る区分 校正手法の区分の
呼称

0030 株式会社ミツトヨ
神奈川県川崎市高津区
坂戸一丁目20番地１号

株式会社ミツトヨ 宮
崎工場
宮崎県宮崎市田野町甲
10652番地１

長さ 一次元寸法測定器

0250 株式会社小坂研究所
東京都千代田区外神田
六丁目13番10号

株式会社小坂研究所
精密機器事業部
埼玉県三郷市鷹野三丁
目63

長さ 形状測定器

0251 株式会社ティー・エ
ス・イー
神奈川県横浜市鶴見区
駒岡四丁目26番14号

株式会社ティー・エ
ス・イー 校正部
神奈川県横浜市鶴見区
駒岡四丁目26番14号

力 一軸試験機

型式承
認番号 計器の種類 型 の 記 号 製造事業

者名
使用回路の
相及び線式

定 格 ¥

電 圧
（Ｖ）

電 流
（Ａ）

周波数
（Hz）

第3536号 普通電力量計 ＡＭ２Ｃ16`
Ｒ 交流単相３線式 100 60

第3439`
１号 普通電力量計 ＡＭ１ＣＲ`Ｒ 30

第3440`
１号 普通電力量計 ＡＭ１ＣＲ`Ｒ 交流単相２線式 100，200 120

第3431`
１号 普通電力量計 ＡＭ１ＣＲ`Ｒ ５

第3442`
１号 普通電力量計 ＡＭ２Ｃ16`

Ｒ
交流単相３線式 100

120

第3432`
１号 普通電力量計 ＡＭ２Ｃ16`

Ｒ ５
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工業標準化法第57条の規定に基づく登録の公告

〇独立行政法人製品評価技術基盤機構公告第 226号
工業標準化法（昭和24年法律第185号）第57条第１項の規定に基づき、次に掲げる試験事業者を登

録したので、同法第68条第６号の規定に基づき公告する。
平成 22年１月 13日 独立行政法人製品評価技術基盤機構 理事長 安井 至

平成２１年（再イ）第８９８号
大阪市西淀川区大和田６丁目６番９号
再生債務者 西田 吉治
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年12月22日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年12月24日

大阪地方裁判所第６民事部
平成２１年（再イ）第８５号
広島県安芸郡坂町小屋浦１丁目７番２`306

号
再生債務者 安竹美予子
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年12月22日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年12月24日

広島地方裁判所民事第４部
平成２１年（再イ）第９３号
広島市中区富士見町16番16`703号
再生債務者 安藤 誠

１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年12月22日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年12月24日

広島地方裁判所民事第４部
平成２１年（再イ）第１１２号
広島市佐伯区藤の木１丁目10番25号
再生債務者 桑原 隆男
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年12月22日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年12月24日

広島地方裁判所民事第４部
平成２１年（再イ）第２０号
鹿児島県霧島市牧園町高千穂3948番地
再生債務者 藤本 保文
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成21年12月22日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成21年12月24日

鹿児島地方裁判所加治木支部

特 定 計 量 器 型 式 承 認

日本電気計器検定所公告第 21`13号
電気計器の型式について、平成21年12月21日次のように承認したので、計量法（平成４年法律第51

号）第159条第４項の規定により公示する。
平成 21年 12月 21日 日本電気計器検定所

理事長 山下 弘文

計量法第143条第１項の規定に基づく登録の公告

〇独立行政法人製品評価技術基盤機構公告第 227号
計量法（平成４年法律第51号）第143条第１項の規定に基づき登録を行ったので、同法第159条第１
項第21号の規定に基づき公告する。
平成 22年１月 13日 独立行政法人製品評価技術基盤機構 理事長 安井 至
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